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指定法人とは 

・主務大臣は、以下の業務を適正かつ確実に行うことができると認められるもの 
 を、再商品化等業務を行う者として指定する。（家電リサイクル法第32条）  
  

指定法人の業務（家電リサイクル法第33条）  

1. 中小規模の製造業者等の委託を受けて、その廃家電品のリサイクルを実施 

2. 製造業者等が不存在又は不明の場合に、その廃家電品のリサイクルを実施 

3. 引渡し困難地域の廃家電品を、メーカーに引渡し 

4. 廃家電品の再商品化に関する調査と、 

  適正な再商品化等の実施に向けた普及啓発 

5. 排出者、市町村等からの問い合わせ対応 
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リサイクルプラント 
製造業者等／指定法人 

 

引渡義務 

不正輸出 
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 普及広報WG 

◦ 各メーカーと指定法人をメンバーとして、家製協内に設置。 

◦ 報告書で求められた「普及啓発の促進」方法を協議し、施策を
実行している。 

 

 施策の事例 

◦ ラジオCM：2015年3月に、JFNネットワークにて実施。 

    ⇒ 家電リサイクルドットネットへのアクセス数が増加！ 
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 基本的な考え方 

◦ 普及広報懇談会は今後も継続、出席者の拡大を検討する 

◦ メディア活用策については、連携した展開に留意する 

◦ 各主体と連携した周知活動の展開 

◦ 実施に際しては対象者とタイミング、方法の見極め 

 

 今年度計画中の施策 

◦ 排出時を想定した「案内Webサイト」の開発（スマホ対応） 

◦ Webサイトリリースに連動したラジオCMの実施 

◦ 普及広報懇談会のメンバー拡大検討 

－以 上－ 



ご清聴 ありがとうございました。 



APPENDIX 



一般財団法人家電製品協会 事務局組織図 



引取台数推移 
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消費税率増 
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引取台数と販売台数の増減は、ほぼ同期 
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